
１．背景と目的 
高度経済成長期、日々の暮らしに便利さを追求し、人々

の生活水準も向上した。しかし生活の豊かさを追求する

あまり、それまでに培われてきた地域社会のコミュニテ

ィは希薄になった。その状況を打破するために老人や子

供たちの活動や文化レクリエーション等の活動について

検討し、昭和 44 年に「コミュニティ－生活の場のおけ
る人間性の回復－」1が報告（以下報告書とする）された。

その後、自治省（現：総務省）は、昭和 46年～48年度
に全国 83 地区において自治省のモデル・コミュニティ
施策を実施した。 
自治省の管轄でありコミュニティづくりを主眼とした

施策だったことから、これまで社会学等の分野とコミュ

ニティ政策分野で研究が行われてきている。なかでもモ

デル・コミュニティ施策の中核に位置づけられる自治省

コミュニティ研究会の一員だった倉沢進が公民館やコミ

ュニティセンターを全国的に制度化することへの疑念2

を指摘しているほか、コミュニティ整備計画に関する 
 
 

問題点3等が報告されているように、同事業に関連して

行われたコミュニティ施設整備に関して批判的な意見が

示されている。しかし実際には、ハードの「コミュニテ

ィ施設整備」と、ソフトの「コミュニティ活動計画」を

両輪とする施策であり、全国ではじめてのコミュニティ

づくりを主眼とした生活環境の整備事業であったと位置

づけられる。したがってコミュニティづくりの側面だけ

でなく、施設整備も含めた包括的な検証が必要であり、

本研究ではその一環として、まず同施策の具体化に向け

た行政側の取り組みについて検証する。 
自治省コミュニティ研究会において中心的な役割を果

たした日笠端は『コミュニティの空間計画』4において同

施策の全体的な概要をまとめているほか、各種報告書は

刊行されているが、自治省のモデル・コミュニティ施策

の制度やそれにもとづく各都道府県の取り組みについて

明らかにされていない。 
モデル・コミュニティ施策では、都道府県や市町村にお

いてモデル・コミュニティ地区を選定し、「コミュニテ 
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ィ施設整備」と「コミュニティ活動計画」の両面から進

められており、その具体化にあたって自治省では、「コミ

ュニティ（近隣社会）に関する対策要綱」（以下「対策要

綱」）や「コミュニティ（近隣社会）に関する対策の事務

処理要領」（以下「事務処理要領」）を各都道府県に通知

し、候補地を選定していった。この対策要綱、事務処理

要領は試作案にはじまり、年度ごとに更新されており、

それにもとづいて選定数などの基本方針が決定されてい

たことから、それらの条項を読み解いていくことで、自

治省のモデル・コミュニティ施策を推進する上での意図

を明らかにすることが可能である。一方で、各都道府県

においても地域住民の主体性や地域の特性を活かしたコ

ミュニティ計画を策定するために、研究会を立ち上げる

など、独自の政策も推進していた。これらを網羅するこ

とで、都道府県レベルの具体的な取り組みを明らかにす

ることが可能になる。以上から、本研究では、自治省モ

デル・コミュニティ施策における行政側の具体的な取り

組みについて明らかにするために、①自治省の対策要綱、

事務処理要領の推移を検討することで、自治省のコミュ

ニティ政策の基本方針を明らかにする。その上で②各都

道府県におけるコミュニティ研究会やコミュニティ計画

（コミュニティ施設整備計画・コミュニティ活動）など

の取り組みについて整理し、都道府県レベルのモデル・

コミュニティ施策の推進状況を明らかにする。 
 
２．研究方法 
まず自治省のモデル・コミュニティ施策について、「対

策要綱」と「事務処理要領」をもとに、制度的な側面か

ら施策の具体化に向けた国レベルの方針を明らかにする。

つぎに自治省のモデル・コミュニティ施策にもとづく、

具体的な都道府県の動向について、コミュニティ研究会

発行の各種報告書5や国立国会図書館所蔵のコミュニテ

ィ政策に関連する資料を中心に全体像を把握する。 
 
３．自治省モデル・コミュニティ施策 
3.1 概要 

自治省行政課はモデル・コミュニティ施策を推進するた

めに、昭和 46年 2月にまず対策要綱の試案6を作成して

いる。この試案は修正が加えられ、昭和 46年 4月に施行

され、昭和 46年度にモデル・コミュニティ事業を推進す

る上での根拠になった。対策要綱は各年度の事業遂行の

ために、昭和 47 年度・48 年度と改良が重ねられた。あ

わせて、モデル・コミュニティ施策を円滑に進めるため

に、モデル・コミュニティ地区の選定や具体的なコミュ

ニティ施設の整備計画、コミュニティ活動の活動計画な

どを作成するための事務処理要領も定められ、昭和 46

年度から 48 年度まで各年度の方針にあわせて加除修正

が行われた。なお、表 1は、対策要綱と事務処理要領の

条項の推移を表したものであり、A から D は施行の時期

(A:昭和 46年 2月試案 B:昭和 46年度施行 C:昭和 47年

度施行 D:昭和 47年度施行)を示している。 

このように毎年度更新される対策要綱と事務処理要領

にそくして、都道府県が主体となって、モデル・コミュ

ニティ地区を選定し、コミュニティ整備計画やコミュニ

ティ活動計画が作成されたのである。 

3.2 対策要綱と事務処理要領における条項の推移 

表 1から対策要綱は、3つの大項目から構成されており、

第 1は「趣旨および方針」、第 2は「モデル・コミュニテ

ィに関する事項」、第 3は「コミュニティに関する調査研

究」だったことがわかる。 

一方、事務処理要領は、①「モデル・コミュニティ地区

の選定」、②「コミュニティに関する計画について」、③

「コミュニティ組織及び施策の推進態勢について」、④

「コミュニティ施設整備事業」から構成されている。そ

して事務処理要領の条項①〜④は、基本的には、対策要

綱の第 2「モデル・コミュニティに関する事項」を具体

化するために細かく定めたものであった。ただし、③の

一部にコミュニティ研究会に関する条項があり、これは

第 3に該当している。 

以下では、対策要綱の第 1〜第 3について、事務処理要

綱と照らし合わせながらその条項の推移を検討する。な

お、第 3に該当するコミュニティ研究会については、「コ

ミュニティ研究会設置要綱」（以下「研究会設置要綱」）

も参照する。 

3.2.1「趣旨および方針」 

対策要綱の第 1に、モデル・コミュニティ施策の趣旨お

よび方針が記されている。昭和 46年 2月 22日に自治省

行政課がまとめた趣旨／方針は以下の通りであった。 

 

われわれは、快適で安全な生活環境のもとで、健康で文化的な生

活を営むことを欲している。このような望ましい生活は、住民の日 

常生活の場である近隣社会の生活環境の整備とあわせて、住民の地

域的な連帯感に基づく近隣社会が営まれてはじめて実現される。し

かしながら、今日、人々の生活の圏域は広域にわたり、その住所も

頻繁にかわっている。加えて住民の意識も多様化している。このた 

め住民の地域社会に対する関心も薄くなってきている。他方、交通

事故、公害等の危険から住民の生活を守るための環境の整備が強 

く望まれているとともに、日常の文化、体育、レクリエーション 



 

 

 

等の活動を行うことに必要な身近かなコミュニティ施設も極めて

不十分である。このままでは、住民は近隣社会に対する関心を失い、

人間は孤立化し、地域的連帯感に支えられた人間らしい近隣社会を 

つくるため、新しいコミュニティづくりについて施策を進めること

とする（後略）。（注 1) 

 

住民の日常生活の場である近隣社会の生活環境の整備と、 

住民の地域的な連帯感に基づく近隣社会の実現について 

記されており、これがハードとソフトの両面からコミュ

ニティづくりを行うモデル・コミュニティ施策の基本方

針となっている。 

同年 4月 3日には対策要綱が施行されており、つぎのよ

うに改変されている。 

 

住民は、快適で安全な生活環境のもとで、健康で文化的な生活を

営むことを欲している。このような望ましい生活は、住民の日常生

活の場である近隣社会の生活環境の整備とあわせて、住民の地域的 

な連帯感に基づく近隣生活が営まれてはじめて実現されるもので 

ある。このような近隣社会は、住民の社会生活の基礎的な単位と考 

えるべきものである。しかしながら、今日、住民の生活は動態化す 

 

 

 

 

 

るとともに、その行動圏域は漸次広域化してきている、一方、交通 

安全、防犯、防災等の見地からする環境の改善および身近な社会福 

祉施設、保健施設等の充実が強く望まれているとともに、日常の文 

化、体育、レクリエーション等の活動を行なうのに必要な施設も極

めて不十分である。このままでは、住民は近隣社会に対する関心を

失い、人間は孤立化し、地域的な連帯感に支えられた人間らしい近

隣社会を営む基盤も失われる恐れがある。このような現状に対処し

て、住民が望ましい近隣生活を営むことができるような基礎的な地 

域社会をつくるため、新しいコミュニティづくりに資するための施

策をすすめることとする（後略）。（注 1） 

 

この内容からハードとソフトの両面からコミュニティ

づくりを推進しようとする基本方針は踏襲されているこ

とがわかる。詳細な相違についてみてみると、まず「近

隣社会を、住民の社会生活の基礎的な単位と考える」と

いう点があげられる。この基礎的な単位こそ、近隣住区

論の住区の単位を想定したものであった。モデル・コミ

ュニティ施策の推進にあたって中心的な役割を果たした

日笠端の著作からも確認される。そしてハードの面では、

対策要綱                    事務処理要領 

表 1 自治省モデル・コミュニティ施策における対策要綱と事務処理要領における条項の推移 

条　例　項　目 A  　　  B C D

●

第2　モデル・コミュニティに関する事項

●

●

●

●

●

〇

●

●

●

●

第1　趣旨および方針

（1）都市的地域の定義

（2）農村地域の定義

（1）生活環境と活動

（2）組織と活動

（ア）コミュニティ活動計画の条件

（ア）（イ）モデルコミュニティ地区の選定基準

（1）（2）コミュニティ整備計画

（3）コミュニティ整備計画の基本的考え

（1）モデルコミュニティ地区の選定

(ア）（イ）モデルコミュニティ地区の条件

（2）モデルコミュニティ地区の協議

（3）モデルコミュニティ地区の規模

（ア）コミュニティ整備計画の条件

（イ）コミュニティ整備計画の条件

（ウ）コミュニティ整備計画の条件

（エ）コミュニティ整備計画の条件

（4）コミュニティ活動計画

（1）コミュニティに関する計画の策定と実施・自治省

（ア）方法

（イ）コミュニティ活動計画の条件

（ウ）（エ）（オ）コミュニティ整備計画の条件

（カ）コミュニティ活動計画の条件

（5）コミュニティ計画

（イ）（ウ）調整内容

第3　コミュニティに関する調査研究に関する事項

（1）コミュニティ研究会の定義

3　モデル・コミュニティに関する計画
の策定および実施の促進のための措置

１モデル・コミュニティ地区の設定

２　コミュニティに関する計画

○

〇

（イ）コミュニティに関する計画の策定と実施・市町村

（2）コミュニティに関する計画の策定と実施・市町村

（ア）コミュニティ施設計画の整備費

（イ）コミュニティ施設計画の整備費

（2）連絡調整機構

（ア）調整内容

モデルコミュニティに関する組織

コミュニティ組織の運営・コミュニティ審議会

A       B C D 条 例 項 目

(ア)(イ)　コミュニティ活動計画作成の方法

（4）コミュニティ計画の決定方法

3　コミュニティ施設整備事業の実施について

（1）実施の内容

                                 1　モデル・コミュニティ地区の選定について

2コミュニティに関する計画について            

（エ）要綱の条件

（オ）(カ)(キ)要綱の条件

（2）コミュニティ整備計画の作成

(ア)(イ)コミュニティ整備計画作成の方法

ウ　コミュニティ整備計画作成の方法

（3）コミュニティ活動計画の作成

（エ）選定の留意点

(ア)(イ)(ウ)選定の留意点

（1）コミュニティ整備計画の要綱

（ア）要綱の条件

（イ）(ウ)要綱の条件

（ア）選定の要領

（イ）選定の要領

（ウ）選定の要領

（エ）選定の要領

（オ）選定の要領

（3）モデルコミュニティ地区選定の留意点

（ア）(イ)選定の留意点

（ウ）選定の留意点

（1）各年のモデルコミュニティ地区の選定方法

（2）モデル・コミュニティ地区選定の要領

〇

（オ）選定の留意点

● （4）モデルコミュニティ地区選定の留意点

〇 ●

●

● 〇 （ア）(イ)（ウ）要綱の条件の追加

●

●

〇

〇

〇

〇

〇

●

〇

3コミュニティ組織および施策の推進態勢について

〇 （1）(2)(3)コミュニティ組織

〇

(ア)(イ)(ウ)(エ)コミュニティ研究会の活動内容〇

（2）(3)実施の内容●

4　コミュニティ施設整備事業の実施について

〇 ア　コミュニティ施設整備事業の実施内容

●

コミュニティ研究会活動内容●

イ　コミュニティ施設整備事業の実施内容

● 4　コミュニティ研究会について

〇

変更ほぼ同一

〇 削除

同一 ● 新規

凡例



交通安全、防犯、防災などの環境改善と、社会福祉施設、

府県施設等の充実、日常の文化、体育、レクリエーショ

ンに必要な施設と、より具体的にハード面での整備内容

について言及していることがわかる。モデル・コミュニ

ティ施策が具体化する昭和 46年度の趣旨・方針は、その

後、三年間の事業期間において表現の違いはあるものの

基本的には踏襲された。 

また趣旨および方針では、モデル・コミュニティ地区に

ついて都市的地域と農村地域に分類することが示されて

おり、昭和 46年度の事業当初（B）の条項ではつぎのよ

うに記されている。 

 

都市的地域においては、都市の体質を人間生活本位に改めるとい

う構想に沿って、住民が快適で安全な日常生活を営むための基礎的

な単位として、豊かな個性とまとまりのあるコミュニティを形成す

るための生活環境の整備を進める。このようなコミュニティの生活

環境を場とし、またその整備を通じて、住民の自主的な組織がつく

られ、多彩なコミュニティ活動が行われることを期待する。（注 1） 

 

農村地域においては、集落の整備と配置に関する長期的な構想に

沿って、住民が文化的で多様性のある日常生活を営むことができる

ように、各種のコミュニティ施設の整備を中心とする生活環境の整

備を進める。以上のような考え方のもとに、コミュニティに関する

対策を確立するため、次のような予備的な施策を実施しようとする

ものである。（注 1） 

 

都市と農村のどちらのモデル・コミュニティ地区でも生

活環境の整備が謳われているものの、具体的な施設整備

の方針については明確な差が示されているわけではない

ことがわかる。コミュニティ活動については、都市的地

域については「住民の自主的な組織がつくられ、多彩な

コミュニティ活動が行われることが期待」されているの

に対し、農村的地域では、これから育成するために予備

的な施策を検討していたことがわかるが、初年度におい

ては具体的ではなかった。昭和 47年度 5月 1日に自治 

省の事務次官から通知された対策要綱では、「若い世代

も参加する各種の開放的なコミュニティ組織によるコミ

ュニティ活動が展開されることを期待する」とあり、若

者の参加を促す文言に修正されている。さらに昭和 48

年 4月 9日に自治省事務次官から通知された対策要綱で

は、「婦人層や若い世代の人々も積極的に参加する各種

開放的なコミュニティ組織によるコミュニティ活動が展

開されることを期待する」と修正されており、若者に加

え女性の参画を促す文言に加筆されていることが確認さ

れる。このように従来の保守的な農村的地域から脱却す

るための新たなコミュニティづくりを目指していたこと

がわかる。 

3.2.2 「モデル・コミュニティに関する事項」 

対策要綱の第 2「モデル・コミュニティに関する事項」

は、①「モデル・コミュニティ地区の設定」、②「コミュ

ニティに関する計画」、③「モデル・コミュニティに関す

る計画の策定および実施の促進のための措置」に細分化

されている。事務処理要領は対策要綱第２の条項を補足

しており、表 1 から①— 1「モデル・コミュニティ地区
の選定について」、②— 2「コミュニティに関する計画に
ついて」／3「コミュニティ組織および施策の推進体制
について」、③— 4「コミュニティ施設整備事業の実施に
ついて」という対応関係になっていることがわかる。な

お、事務処理要領 3-（3）のコミュニティ研究会の部分
のみ第 3と対応している。 
(1)モデル・コミュニティ地区の設定 

モデル・コミュニティ地区の設定は、試案では、「都道

府県知事が市町村長と協議して設定し、都道府県知事は

あらかじめ自治大臣と協議するものとする」とされたが、

施行当初 B の段階で、「都道府県知事が市町村と協議し

て選定する」に変更され、事務処理要領に示されるよう

に「コミュニティ整備計画の原案ができたときは、自治

省にモデル・コミュニティ地区の設定について協議する」

ことで具体化されることになった。 

対策要綱（第 2-1）で「全国にモデル・コミュニティ地
区を設定する」ことになったが、具体的な選定数等につ

いては事務処理要領で定められている。昭和 46 年の試
案 Aと施行 Bでは、全国で 30ヶ所程度を目標とし、原
則として各都道府県一ヶ所とすることが示されている。

昭和 46 年度で実際には 40 地区が指定された。昭和 47
年の事務処理要領では、「モデル・コミュニティ地区の新

規選定は、とくにモデルとしての価値が高いと認められ

る地区に限定して行うこととする。」とされており、モデ

ルとして価値の高い地区を厳選することが示されていた。

実際に昭和 47年度のモデル・コミュニティ地区は 13地
区しか指定されていない。昭和 48年には「新規モデル・
コミュニティ地区の設定は、30ヶ所を限度として行わな
いこととする。なお、昭和 49 年度からは、新規の設定
は行わない見込みである。」と記されており、実際に昭和

48年度には 30地区だけが指定を受け、翌年度から地区
の指定は行わず、モデル・コミュニティ施策は三年で修

了することになる。 
モデル・コミュニティ地区の規模については、試案 A
では「モデル・コミュニティ地区は、おおむね小学校の 



通学区程度の規模を基準とし、次の事項に配慮しながら、 
適切な地域社会を選定するものとする。」とされていたが、

当初施行 B では、「モデル・コミュニティ地区は、都市

的地域、農村地域の性格に応じ、地域の特性に即して定

めるものとするが、おおむね小学校の通学区域程度の規

模を基準とし、次の事項に配慮しながら、適切な地域社

会を選定するものとする」となっており、近隣住区にも

とづく小学校区は一致しているが、都市的地域と農村的

地域でそれぞれの特性にあわせて設定するよう変更され

ている。またとくに配慮する項目として、「地域の住民が、

コミュニティの形成について関心を有し、新しい地域的

な連帯感に基づくコミュニティ活動を営むことが期待さ

れること」と「地理的条件および生活環境の現状からみ

て、コミュニティとしてのまとまりのある生活環境を整

備するのに適した地域であること」が示されていた。こ

のことから地域住民のコミュニティ意識の醸成と新しい

コミュニティ活動の創出を求めていることがわかる。ま

た生活環境として整備するにあたってまとまりのある地

域であることが求められており、実際にハード面での施

設整備に配慮していたことがわかる。 
（2）コミュニティに関する計画 
モデル・コミュニティ地区の整備計画については、対策

要綱・第 2— 2 に記されており、計画の策定について対
策要綱の試案 Aでは「市町村は、モデル・コミュニティ
地区についてコミュニティ整備計画を策定する」とされ

ていたが、当初施行 Bでは「モデル・コミュニティ地域
については、地域住民の参加のもとに、市町村がコミュ

ニティ整備計画を策定する」と、「地域住民の参加」を促

す重要な修正が加えられている。さらに昭和 47 年の対
策要綱 C、昭和 48年の対策要綱 Dでは「市町村および

地区住民が協力してコミュニティ計画を策定する」と修

正が加えられており、地区住民はただ計画の策定に参加

するだけでなく、市町村と協力して実際に計画を立てる

よう役割の重要度が増しているのである。モデル・コミ

ュニティ施策は、ハード面のコミュニティ整備計画（生

活環境の整備）とソフト面でのコミュニティ活動計画は

密接に関係していることから、住民たちの手で計画を策

定する住民参加型のまちづくりを促進する施策だったの

である。 
 対策要綱の試案 A、当初施行 Bでは、コミュニティ整備

計画とコミュニティ活動計画は分けて計画されることに

なっており、後者はモデル・コミュニティ組織の運営で

検討されることになっていたが、事務処理要綱の項目か

らもわかるように、昭和 47年 C・48年 Dでは一体化し、

一つのコミュニティ計画として策定されることになった。

コミュニティ整備計画はハードの整備であり、コミュニ

ティ活動はソフトの活動であることから、以下ではそれ

ぞれについて述べることにする。 

 まずコミュニティ整備計画の主要な施設としては、対

策要綱の試案 Aから昭和 48年の対策要綱 Dまで、広場が

追加された程度であり、具体的には以下に引用する対策

要綱 Bに示される内容になっていた。 

 

公園、広場、集会施設等からなるコミュニティセンター、ショッピ

ングセンター等を整備することにより、住民の近隣生活の核となる

地区を形成する。また、住民がモデル・コミュニティ地区内におい

て気軽に文化、体育、レクリエーション活動およびコミュニティ行

事を楽しむことができるように、集会施設、小規模な体育施設その

他の必要な施設を配置すること。（注 1） 

 
コミュニティ整備計画でもっとも重要視されたのは、公

園・広場・集会施設等からなるコミュニティセンターで

あり、近隣生活の核としてほとんどのモデル・コミュニ

ティ地区において整備されていた（注 2）。そして文化、体

育、レクリエーション活動などのコミュニティ行事を楽

しむことができるように、集会施設（コミュニティセン

ター）や小規模な体育施設の整備が目指されたのである。

なお、ショッピングセンターは民間企業によるものであ

るため、必ずしも整備対象になっていない。 
また昭和 46 年の対策要綱 B 以降では、「地域における
社会福祉の増進のための社会福祉施設の整備及び健康な

生活を確保するための保健施設の整備を行うとともに、

生活環境の清潔、静けさおよび美観を維持するため、道

路および水路の清掃、植樹による緑化、美観施設の整備、

その他の必要な事業を行うこと」とされており、社会福

祉施設や保健施設の整備や、清掃事業や美観、緑化など

の整備も組み込まれていた。 
一方のコミュニティ活動については、具体的な行事が例

示されており、「交通安全 防犯 消防救急その他の生

活の安全の確保の推進に関する事」「社会福祉の増進、健

康の管理に関すること」「生活環境の清潔、静けさおよび

美観の維持等に関すること」「お祭り 運動会 ピクニ 
ックその他のコミュニティ行事に関すること」「市町村

行政に対する住民の意思の反映および協力に関するこ

と」などが想定されていた。そして昭和 47年の対策要 
綱Cからは「住民が自主的に組織するコミュニティ組織」
がコミュニティ活動を円滑かつ効率的に行うための諸条 



 

表 2 自治省と都道府県のモデル・コミュニティ施策のまとめ 
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自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

香川 〇 〇 △
庁内コミュニティ対策

　プロジェクトチーム
都道府県 〇 〇 コミュニティ研修会 広報　香川

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県

自治省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

沖縄 〇 都道府県

自治省 34 31 43 6 18 39 5 40 30 42 41 40 30 18

都道府県 8 10 26 7 9 23 8 8 4 9 11 7 1 1
コミュニティ施設整備計画とコミュニティ活動の取り組数

※国及び都道府県におけるモデル・コミュニティ地区とモデル地区は、その都道府県に

おいて設定された地区数にはばらつきがあるが、この取り組み数は、都道府県の有無を

数にしたものである。

美しいむらづくりまちづくりコンクール   県生涯教育県民大会

県民の日「埼玉まつり」

ふれあいにいがた展

ふるさとづくり大会

ふるさとづくり夏のつどい ふるさとづくり子どもまつり

新春のつどい

コミュニティ活動推進大会

住みよいまちづくり推進講座
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伸びゆく福井
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都道府県 ━
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コミュニティ講演会

市町村コミュニティ担当職員研修会

季刊コミュニティ

コミュニティ活動実践事例集

コミュニティづくりのしおり

〇 〇 〇
県単独コミュニティ（近隣

社会）に関する対策要綱

オリエンテーリング指導者講習会

体育指導委員研修会

コミュニティづくり東北ブロック研究集会
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コミュニティ対策連絡会議

地域づくり推進協議会

コミュニティ審議会

広報紙「青少年婦人」

コミュニティだより

コミュニティ活動

青少年育成運動推進者研修会

移動コミュニティ研究集会

コミュニティ・リーダー要請事業

市町村担当者研究集会

コミュニティ推進協議会

コミュニティセンター運営協議会 都道府県 〇

〇

〇 〇 〇
自治省「対策要綱」

に準じる

〇

コミュニティ協議会

県コミュニティ研究連絡会議

コミュニティづくり研究集会

岩手の県民運動推進大会 町づくり村づくり運動実践者のつどい

県単モデルコミュニティ

地区の設定方針

コミュニティ推進委員会

コミュニティ協議会

コミュニティ対策会議

コミュニティ通信

〇 〇 〇 検討中 コミュニティ・ニュース「創」

都道府県 〇

県コミュニティ地区整備促進協議会

県コミュニティ対策推進協議会

コミュニティ研究協議会
〇 〇 〇 〇 〇

コミュニティ推進会議

〇

〇

〇

〇 〇 地域をよくする研究集会 コミュニティ実務担当者研修会
ガイドブック〝コミュニティ”

ガイド　‶コミュニティ”

〇 〇 市町村コミュニティ研修会

━

市町村企画担当職員研修会

コミュニティだより(挨拶運動チラシ等）

標語印刷配布

コミュニティ映画製作

━
〇 〇 市町村コミュニティ担当者研修会

わがまち・わがむらみんなのふるさと

コミュニティのしおり

〇 〇 〇 コミュニティ対策推進要綱

コミュニティ推進協議会

地域づくり推進協議会

コミュニティ対策審議委員会

コミュニティ地区指導者研修会

コミュニティ地区指導者先進地調査

実践活動交流集会

コミュニティ委員会

コミュニティセンター建設研究会

コミュニティ推進地区・生活会議指定地区

研究交流集会

省資源・省エネルギー運動推進県民大会

ボランティア研究集会

さいたまコミュニティ

〇

〇
コミュニティ問題研究会

コミュニティ推進委員会 ━

〇 〇

コミュニティ市民委員会

コミュニティ対策会議

コミュニティ分科会

コミュニティ・リーダーの養成〇

〇

━

コミュニティ推進委員会 コミュニティ研修会 コミュニティとやま

〇

都道府県

〇 〇 〇 コミュニティ施設助成要綱

〇 〇

県モデル・コミュニティ

（新しい近隣社会）対策

推進要綱

総合計画審議会コミュニティ部会

コミュニティづくり市民懇談会

地域会議

〇 〇 〇 〇

ゆりかもめ

〇

ふれあい〇 〇 〇 コミュニティ対策要綱

コミュニティ推進会

コミュニティ対策研究会
コミュニティ研修会〇 〇 〇

コミュニティ振興対策

推進要綱
〇

県コミュニティ研究協議会

〇 〇
━

コミュニティ対策委員会

県コミュニティづくり推進協議会

コミュニティ活動実践地区リーダー研修

コミュニティづくり講演会

静岡県コミュニティづくり懇談会

コミュニティ静岡

かわら版長沢
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 県コミュニティ振興要領
コミュニティ推進協議会

庁内コミュニティ活動協力チーム

地域青少年健全育成指導者研修

地域婦人門題開発研究会

高齢者スポーツ指導者養成講習会

コミュニティあいち〇
都道府県 〇 〇 〇 〇

青少年公園における指導事業　地域花壇コンクール

コミュニティ審議会

コミュニティセンター運営協議会
自主防災組織リーダー研修会〇 〇

△

市市民組織研究会

庄内南部地区再開協議議会
府民大学講座　〇 〇 〇

都道府県 ━

都道府県 ━

京都府文化振興会議

コミュニティ研修会

市町村振興事業実例集

緑の手びき地域文化祭

草の根まちづくり県民のつどい

地域住民会議推進協議会
市町村コミュニティ担当課長研修会

草の根まちづくり県民講座
コミュニティ情報誌

コミュニティレポーター

コミュニティ相談コーナー運営談話会

地域振興談話会

コミュニティスクール推進会議

北コミ新聞

コミュニティ活動実践事例集

「コミュニティづくり事例集」

〇 〇 〇 県コミュニティ対策要綱 〇

〇 〇 〇 〇 コミュニティ協議会
都道府県 〇 〇 〇

モデルコミュニティのしおり〇 〇
━

〇 〇 〇

島根農業振興対策

（集落振興計画集落づくり

事業計画の策定及び実施）

〇 〇 コミュニティ研修会

新しい地域社会づくりをめざして

「コミュニティづくり事例集」

━
〇

〇
記載なし

県コミュニティ対策推進

要綱

県モデルコミュニティ

推進要綱

〇 〇 〇

県コミュニティづくり要綱

県コミュニティ緑化・

広場整備事業推進要綱

都道府県
〇 〇

〇

県地域福祉システム推進委員会

県地域福祉システムモデル研究会

県地域福祉システム施設利用

　整備研究会

コミュニティ・シンポジウム

コミュニティ・ワーカー研修会

コミュニティ・ボランティア活動

　地区研究交流集会

県広報紙"おかやま”

ふれあい岡山

都道府県 〇 〇
山口県ふるさとまつり 山口県花いっぱい運動大会

市町村コミュニティ担当者課長会議

コミュニティ大学

コミュニティ活動推進大会

コミュニティひろしま

青少年地域活動実践交流集会

高校生ボランティア養成講座

コミュニティ・リーダー養成講座

健康の広場

〇

コミュニティ活動事例集

コミュニティ委員会

コミュニティセンター建設研究会

お茶の間レポート

省エネルギーシリーズ読本

コミュニティ・スポーツ普及用冊子

「みんなでやろうクロッケー」

〇
━

都道府県 〇 〇 〇

県コミュニティ対策推進研究会

県コミュニティミニマム研究会

コミュニティ問題懇談会

〇 〇 〇
県単モデルコミュニティ地

区の設定要綱

県コミュニティ対策協議会

コミュニティ対策プロジェクトチーム

コミュニティ運営協議会

市町村コミュニティ担当者研修会

モデル・コミュニティ地区市町村担当者会議

コミュニティ・トップ・セミナー

福岡県におけるコミュニティ対策

　ー住みよい地域社会づくりのためにー

コミュニティ意識調査報告書

〇 〇
県コミュニティ対策推進

要綱
〇

〇 〇 〇

モデルコミュニティ推進協議会〇 〇
━

コミュニティ協議会
「参加と連帯によるちいきづくり」

推進事業地区研究会・発表大会

活動事例集

「参加と連帯による地域づくり」

地域づくり情報誌

「活き活きくまもとまち・むらづくり」

〇 〇
━

ふるさとづくり運動推進協議会

地方の時代シンポジウム’82大分

地域づくり研修バスの運行

地域づくり懇談会の開催

地域づくりの道しるべ〇 〇
━

〇 〇 〇
県コミュニティ施策

実施要領

〇 〇 コミュニティ連絡協議会 地域づくり推進会議
━

コミュニティ運営協議会

コミュニティ問題検討委員会

コミュニティ施設運営審議会

都道府県 ━

県コミュニティ対策連絡協議会

県コミュニティ問題研究会

県コミュニティづくり推進協議会

コミュニティ協議会

明るい町づくり推進協議会

住民組織調整連絡会議

━

コミュニティ協議会

省資源運動推進大会 住民活動推進大会 物を作る運動について

━

河和田をよくする会

〇

〇

コミュニティ・リーダー研修会

コミュニティ・セミナー健康づくり

 地域リーダー講習会

地区別体力づくり運動指導者研修

〇
コミュニティ振興対策

総合推進要綱

〇 〇 〇

コミュニティ・モデル地区

の設定要綱
〇

〇

〇

〇

〇

コミュニティ・リーダーの集い

コミュニティ研修会



件を整えるとされており、ここでも住民の主体性を重要

視していることが確認される。また市町村行政に対して 
も「コミュニティ計画は、モデル・コミュニティ地区の

すべての住民および住民が自主的に組織する各種のコミ

ュニティ組織の参加によって策定されるよう配慮するも

のとする。この場合において、各種のコミュニティ組織

の連絡調整を図るための協議機構が設けられたときは、

市町村はその協議機構が、コミュニティ計画の策定およ

び実施に参加することを希望するすべてのコミュニティ

組織の活動が自主性を損うことがないように、適切な助

言または援助を行なうものとする」と協力体制を築くよ

う定められていた。 
 コミュニティ活動に関する事務処理要領では、昭和 47
年 C、昭和 48年 Dにおいてつぎの三点について配慮す

るよう示されている。 

 
（ア）コミュニティ地区における生活環境の整備とコミュニティ活

動とは密接に関連しているのでコミュニティ活動の現状及び将来

の方向を確認し、これを生活環境の整備に関する計画に十分反映さ

れること。 
（イ）コミュニティ活動は、本来住民が自主的に作る多種多様のコ

ミュニティ組織によって行われるものであり、形式的ないし画一的

な計画化になじまない場合も多いので、コミュニティ活動の自主性、

任意性を害しないようにすること。 
（ウ）コミュニティ地区における生活環境の整備とコミュニティ活

動とを一のコミュニティ計画において取り扱うことによって、コミ

ュニティ計画の市町村と住民の共同による計画としての性格を高

めることも期待されるものであり、このような観点のもとに、計画

の策定過程における住民参加を徹底させること。（注 1） 

ハードの生活環境の整備に対して、ソフトのコミュニテ

ィ活動を十分反映させるように計画することが示されて

おり、ハードとソフトの計画に一体性を持たせようとし

ていたことがわかる。また（イ）ではコミュニティ活動

の自主性、任意性を尊重し、（ウ）では住民参加を徹底さ

せることが示されており、自治省のモデル・コミュニテ

ィ施策では、住民主体のまちづくりを強く志向していた

ことがわかる。 
(3)モデル・コミュニティに関する計画の策定および実施

の促進のための措置 

モデル・コミュニティ施策の具体化に向けた措置につい

て、まず学識経験者による技術的な助言／指導やコミュ

ニティづくりに関する資料提供、地方公共団体間の情報

共有などが昭和 46 年〜48 年の対策要綱で共通して示さ

れている。一方、また建設事業に要する経費として地方

債を優先的に配慮するといった財源についても明記して

いる。また自治省と都道府県、市町村との協議体制など、

モデル・コミュニティ施策を推進する上での行政側の条

項も明記されていた。 

一方で、モデル・コミュニティ施策の具体化に向けた事

務処理要領では、試案 A・昭和 46年事務処理要領 Bと、

昭和 47年事務処理要領 C・昭和 48年事務処理要領 Dで

は大きく異なっている。 

まず事務処理要領の A・Bではコミュニティ活動を推進す

る上での組織が記されていたが、前述の通り、昭和 47

年の対策要綱から削除されている。なお、試案 Aと対策

要綱 Bの組織について事務処理要領ではつぎのように記

されていた。 

 

（1）モデル・コミュニティのコミュニティ組織としては、町内会、

自治会、婦人会、青年団、PTA、子供会そのほかのいろいろな種類

の組織がそれぞれの独自の活動をし、それらの組織の活動を調整す

るための連絡機構をつくること。地域全体でひとつのコミュニティ

組織をつくることなど、いろいろのかたちが予想されるが、その何

れを選ぶかは、住民が自主的に決めることである。したがって市町

村がコミュニティ組織について指導援助をする場合には、住民の自

発的な活動を助長するよう十分に留意すること。 

（2）コミュニティ整備計画の作成およびコミュニティ施設の運営

管理などに住民が積極的に参加することが望ましいので、審議会の

設置、住民の計画委員会によるコミュニティ整備計画案の作成、コ

ミュニティ組織によるコミュニティ施設の運営管理などのいろい

ろの方策について検討し、地域の実情に適した、しかも新しい住民

参加の方法を開発するよう努めること。（注 1） 

 

このように自治省のコミュニティ施策の初期では、新し

い住民参加の方法を開発するなど、いかにしてコミュニ

ティ活動を促進するかに重点が置かれていたことがわか

る。ところが事務処理要領 C・Dでは、「新規のモデル・

コミュニティ地区については、本年度は原則としてコミ

ュニティ計画の策定機関とすることとし、地方債をもっ

て、その財源とするコミュニティ施設の建設事業は、行

わないこととする。ただし、特別の事業により本年度に

実施すべき事業があるときは、できるだけ早期に自治省

と協議すること」とあるように、地方債を財源とするコ

ミュニティ施設の建設事業について原則取りやめること

とし、特別の事情によって事業化する必要があるものに

ついては自治省と協議するなど、実務的な内容になって

おり、とくに事業を限定する方向にあることが窺える。 

おそらく昭和 47年度以降、財源の関係からモデル・コミ

ュニティ施策は縮小していったと推察される。 

3.2.3 「コミュニティに関する調査研究に関する事項 

コミュニティ研究会は、対策要綱に「学識経験者を委員

とするコミュニティ研究会を設けてコミュニティに関す

る調査研究をおこなう。なお、コミュニティ研究会の委



員は、モデル・コミュニティに関する計画の策定および

実施の指導にあたるものとする」と位置づけられており、

具体的な活動内容については、研究会設置要綱にもとづ

いて組織されていた。 

自治省のコミュニティ研究会は、昭和 46年度に発足し、

行政学、社会学、都市工学、都市農村計画学の各分野か

ら日笠端を含む 7名で組織された。コミュニティ研究会

は、生活環境の整備とコミュニティ活動のあり方につい

て調査研究を行い、公共団体に対して専門的な助言をす

る機関である。昭和 48年に「コミュニティ研究会中間報

告」、昭和 52年に「コミュニティ研究会報告書」として

それぞれ調査研究の成果をまとめて公表している。コミ

ュニティ研究会は、調査研究機関ではあったが、実際に

はモデル・コミュニティの選定作業にあたって現地調査

を実施しており、その報告はモデル・コミュニティ地区

の選定に重要な意味を持っていたと考えられる。という

のも、例えば、鳥取県では昭和 46年に啓成地区で実地調

査が実施されているが、その際に地区の一体性に欠くこ

とが指摘され、結果的に候補を保留7されている。また、 

昭和 46年モデル・コミュニティ地区に選定された滋賀県

大津市晴嵐コミュニティ地区は、現地調査が昭和 47年 1

月 29・30日に行われた8。現地調査における懇談会では、

自治省コミュニティ研究会からは 6 名の委員の参加と、
地区住民からはコミュニティ推進委員会代表、各団体代

表グループ、老人クラブ・老人層グループ、青年層グル

ープ、若い主婦層グループ、趣味の会グループ合わせて

6つの懇談会が開催され、活発な意見が交わされた。 

 

４．都道府県のコミュニティ施策 
自治省のモデル・コミュニティ施策を受け、各都道府県

はモデル地区を選定し、それぞれの地域の特性を活かし

たコミュニティ計画を実行していく。そのために先進的

な都道府県では、独自のコミュニティ対策要綱等（岩手・

宮城・秋田・栃木・埼玉・千葉・石川・山梨・長野・愛

知・兵庫・島根・岡山・広島・山口・愛媛・高知・福岡・

鹿児島）を定め、さらに多くに都道府県がコミュニティ

研究会を立ち上げていたことが、表-2に示す都道府県の

モデル・コミュニティ施策の動向からわかる。またコミ

ュニティ協議会や対策会議、推進委員会等を設置し、コ

ミュニティ活動を推進していた。 

表-2 に示すように、モデル・コミュニティ地区は、①

自治省モデル・コミュニティ地区（全国 83地区）、②都

道府県が設定するモデル地区、③市町村が設定するモデ

ル地区に分類される。①は京都・香川・沖縄の 3府県以

外の 44都道府県において、モデル・コミュニティ地区が

設定されていることがわかる。先述の通り、自治省では

初年度に各都道府県に１ヶ所設定しようとしており、全

国各地にモデル・コミュニティ地区を設けることで、コ

ミュニティづくりを普及させようとしていたことがわか

る。自治省の施策を受けて、各都道府県や市町村でも独

自にモデル・コミュニティ地区が設定されており、県レ

ベルの地区では 22都道府県で、市町村レベルの地区はす

べての都道府県において設定されており、コミュニティ

づくりは全国的に普及していたことがわかる。 

4.1都道府県のコミュニティ対策要綱と関連組織 

 先に述べた対策要綱をもとに、都道府県においても地域

の特性を活かした対策要綱がある。例えば、自治省のモ 

デル・コミュニティ地区の設定については、「おおむね小 

学校の通学区域程度の規模を基準」としているが、秋田

県のモデル・コミュニティ地区の設定方針では、都市的・

農村的地域から毎年それぞれ 1地区程度選定するが、県 

単モデル地区の規模は、必ずしも国で想定している小学

校の通学区域にとらわれず、住民の基礎的な日常生活の

単位としての一体性を有する規模とし、それぞれの地域

の実情に即して定めるものとある。また兵庫県では、都

市的地域にあっては、生活環境を整備するのに適した地

域（たとえば小学校区）、農村的地域にあっては、集落の

配置等地域的なまとまりがあることを基準とすると設定

されている。地方におけるコミュニティ形成においては、 

地域住民のコミュニティ活動の状況からモデル地区を設

定していることが理解でき、このことは、自治省のモデ

ル・コミュニティ地区の選定方法と相異があることがわ

かる。さらに、岡山県では、一般的な要綱（岡山ではコ

ミュニティづくり要綱と呼ぶ。）とは別に、コミュニティ

緑化・広場整備事業推進要綱も定めており、施設整備計

画も同時に実施していることがわかる。 

またモデル・コミュニティに関連する審議会・調査会・

研究会等は、都道府県によっては数多くの会を運営して

いるが、本稿では特に地域の特性がある組織を重点的に

まとめた。表 2から一般的な協議会をはじめ、地域づく

りや地域をよくするという研究集会が多いことがわかる。

特徴的な活動を取り上げると、例えば、兵庫県ではコミ

ュニティレポータ―やコミュニティスクールという会が

行われている。また岡山県では、地域福祉システムにつ

いて推進委員会をはじめモデル研究会そして施設利用整

備研究会がある。大分県では、ふるさとづくり運動推進



協議会が活動していることがわかる。 

4.2 コミュニティ施設整備計画とコミュニティ活動 

モデル・コミュニティ施策においてコミュニティ施設整

備計画（ハード）とコミュニティ活動（ソフト）の関係

は、モデル・コミュニティ地区の住民が主体的となりコ 

ミュニティ活動を行なえるように地区の施設整備を整え

ることが重要である。コミュニティ施設整備計画につい

ては、対策要綱に定める 7項目に分類しており、コミュ

ニティ活動は、（財）自治統合センターが昭和 58年にま

とめたモデル・コミュニティ地区におけるコミュニティ

活動などの記録を参考に整理した（表 2）。 
4.2.1コミュニティ施設整備計画の特徴 

 コミュニティ施設整備を計画することは、コミュニティ

活動の活性化を考える上で、重要なことである。コミュ

ニティセンターや公民館を含む文化施設を整備すること

は、コミュニティ活動の核となる場を提供することにな

るため、その活動が活性化することにつながる。したが

ってモデル・コミュニティ施策では、集会施設が多数整

備されたことから、自治省のモデル・コミュニティ地区、

各都道府県のモデル地区の両方で文化施設の整備計画が

多いことがわかる。次にスポーツ・レクリエーション施

設の整備計画が多いが、これは前述のように、コミュニ

ティセンターと一体的に公園や小規模なスポーツ施設の

整備が計画されたためだと考えられる。一方で、保健施

設・社会福祉施設（診療所・健康センター・保育所・老

人ホーム等）の整備計画は十分ではなかった。また交通

関係施設（歩行者専用道路・自転車専用道路・交通安全

施設・街灯・街路樹・街路花壇等）と環境保全施設（緑

地帯・公衆便所・ゴミ収集施設・防犯防火施設・避難広

場等）については、自治省のモデル・コミュニティ地区

では多数計画されていたが、都道府県のモデル地区では

あまり計画されておらず、国レベルと都道府県レベルで

の整備計画に大きな差異が確認された。 

4.2.2コミュニティ活動の特徴 

モデル・コミュニティ地区の場合、先述のように対策要

綱において具体的な活動内容が例示されており、それぞ

れの項目について各地区ではさまざまなコミュニティ活

動が実践されていた。一方で、都道府県単位のモデル地

区の場合には、コミュニティ活動に関する取り組みがあ

まりなかったことが表 2から確認される。 
モデル・コミュニティ地区におけるコミュニティ活動で

は、コミュニティセンター等の集会施設で活動できる祭

りや、地区の運動会やバレーボール等の体育大会、ピク

ニック等のレクリエーション活動、地域の清掃などが多

いことがわかる。先述のように、対策要綱では、婦人層

や若い世代の人々も積極的に参加する開放的なコミュニ

ティ組織によるコミュニティ活動の展開を期待するよう

示されていたが、多世代が参画する活動も確認される。 
例えば埼玉県蕨市モデル・コミュニティ地区のコミュニ

ティ活動の中に、老人とその家族の一日遠足がある。こ

の活動は、老人の心身の健康を図る目的と、老人自身も

若者へ、とお互いに話し合う機会をつくり、語り合いお

互いを理解しあう目的で老人とその家族 150人を招待し

て、加須市むさしの村へ一日遠足や、老人と子供の映画

会実施9を行った。このほか特色ある行事として、「まち

づくり」や「ふるさとづくり」等といった各種まちづく

り活動が挙げられる。 

4.3 コミュニティ活動に関する研修会・講演会と PR紙 

コミュニティ活動に関連する研修会・講演会は、モデ

ル・コミュニティ地区においては、研究集会が多いこと

がわかる。また都道府県が実施した特色のある行事とし

ては、岩手県の体育指導員研修会、山形県の生活文化シ

ンポジウム、埼玉県では省資源・省エネルギー運動推進

県民大会・ボランティア研究集会、三重県の自主防災組

織リーダー研修会、大阪府の府民大学講座などが挙げら

れる。一方で、コミュニティ活動を PRするための媒体が

作成されており、都道府県や市町村から地域住民に対す

る広報活動が行われている。モデル・コミュニティ地区

においては、その地区コミュニティだよりを発行してい

る。例えば、北海道深川市納内コミュニティ地区では、

コミュニティ審議会が発行した、「コミュニティだより」

10がある。地区住民になぜコミュニティが必要なのか？

コミュニティの進める方法といった、地区にコミュニテ

ィを浸透させていくもので、住民自ら情報を提供してい

るものである。また長崎県長与町高田地区では、コミュ

ニティ活動の目標に、「時間を守りましょう」「挨拶運動

を進めよう」という合言葉に、PR 紙昭和 49 年度の運動

パンフレット11を作成し広報を進めた。モデル地区では、

その多くは県都道府県が発行する媒体を活用する例もあ

るが、愛媛県では、お茶の間レポートをはじめ、省エネ

ルギーシリーズ読本やコミュニティ・スポーツ普及冊子

「みんなでやろうクロッケー」なども刊行している。さ

らにコミュニティ施策の研究会を通し、地区の体力づく

りや運動指導員研修を行い、コミュニティ PR紙で地域住

民の健康づくりを促す仕組み作りができていると考えら

れる。 



５．まとめ 
 自治省モデル・コミュニティ施策は、昭和 43年の国民

生活審議会の調査報告書 1を受けて推進されたはじめて

のコミュニティづくりを主体とした生活環境の整備とし

て位置づけられる。昭和 46〜48年にかけて全国 83地区

において推進され、同施策を進めるために自治省は対策

要綱・事務処理要領の改良を重ねながら更新し、住民参

加の方向性を強化していった点に特徴がある。とくにコ

ミュニティの計画にあたり、行政と住民が協力すること

が明記されており、若年層や婦人層を意図的に組み込み、

地域に開かれた開放的なコミュニティ組織を設けようと

していたことが明らかとなった。コミュニティづくりに

あたっては、地域住民のつながりを醸成するソフト面だ

けでなく、スポーツやレクリエーション活動等、その具

体化に向けたコミュニティ活動の拠点整備にも主体的に

参画していたという点で重要である。モデル・コミュニ

ティ地区では、自治省のコミュニティ研究会と地区住民

の懇談会を通し、住民参加のコミュニティづくりが展開

されていたが、表 2に示すように、都道府県独自の対策

要綱やコミュニティ研究会も設置されていたことが確認

された。さらに市町村単位でもモデル地区を設定し、全

国各地でそれぞれの特性を活かしたコミュニティ施策が

展開されていた様相が明らかとなった。具体的には、各

県ないし市町村で各種協議会や研究会を発足させ、研修

会、講演会等を実施していた。また各地区ではコミュニ

ティ活動に向けて PR 誌を発行するなどの活動を行って

いた。 

自治省のモデル・コミュニティ地区はわずか 3年の施策

ではあったもののその後、都道府県単独のモデル地区や

市町村のモデル地区にも展開していった点で、住民参加

によるコミュニティづくりの原点ともなる重要な施策だ

ったと位置づけられる。 

コミュニティ計画には、コミュニティ施設整備計画とコ

ミュニティ活動の両輪で進められた。コミュニティ施設

整備では、コミュニティセンターをはじめとする集会施

設を整備し、コミュニティ活動の核となる場を提供する

ことに重点が置かれていたことが表 2から明らかとなっ
たことは一定の意義があると考えられる。例えば、鳥取

県稲葉山モデル・コミュニティ地区に対するヒアリング

調査では、「コミュニティ活動を計画するとき、地区の老

人や子供たちは、遠くでコミュニティ活動をするより、

納涼祭などを公民館や小学校でコミュニティ活動の計画

をする方が住民は参加しやすい」との回答が得られたが、

このことは、小学校の通学圏を範囲に設定し、コミュニ

ティセンターが整備されることの有効性を示唆している。 
一方、コミュニティ活動では、各種お祭りや運動会など

の文化・体育関係のコミュニティ行事が多数開催されて

おり、地域の人々が交流する上で大きな役割を果たした

と考えられる。なお、コミュニティ活動のなかでも「ま

ちづくり」などのユニークな活動内容や長い年月をかけ

て活動がどのように変容して行っているのかは今後の検

討課題である。 
 自治省のモデル・コミュニティ施策は、モデル・コミュ
ニティ 83 地区にすぎなかったが、都道府県単モデル地
区（521 地区）や市町村のコミュニティ施策実施市町村
（2528市町村）に展開しており（財団法人自治総合セン
ター「地方公共団体のコミュニティ施策」昭和 59 年 2
月）、全国各地に住民主体となるコミュニティづくりが浸

透したことは一定の成果があったと考える。さらに幅を

広げたコミュニティ推進地区等をはじめとする活動へと

今もなお進化している。今後、モデル・コミュニティ地

区におけるコミュニティ施設整備計画における配置計画

やコミュニティ活動における地区ごとの具体的な活動内

容等を明確にする必要があると考えられる。 
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